様式第１号（施設毎に作成すること）

                 令和　　年度　農村検診センター整備計画書
                                         　　　（都道府県・市町村）　　　　　　
○既存施設の有無　　有　既存施設名（　　　　　　）　建築年度（　　年度）　　無

	農村検診センター名（                ）
	管内人口（　　　　　　　　　　　　）

         令和　　年　　月　　日現在

	所在地（                            ）
	


Ⅰ　農村検診センターの施設整備計画
　１　設置理由（整備に至った経緯、問題点等についても整理し、記載すること。）


　２　事業内容

　３　建設用地の状況
	①敷地区分　
	②所有者
	③敷地面積　
	④取得状況
	⑤整地状況

	(　)公 有 地
	
	        (㎡)
	
	

	(　)借    地
	
	
	
	

	(　)買収費用
	
	
	
	


　※１「①敷地区分」欄について、該当するものに○印を付し、関係部分を記入すること。

　    「④取得状況」欄は、借地及び買収用地に該当する場合に、取得済み、交渉中、

　　　　未交渉の別を記入すること

　　　「⑤整地状況」欄については、整地済み、未整地の別を記入すること

　※２　住民の同意を得ていない場合については、下欄にその理由及び今後の対応等記載　　　　すること。

　４　構　　造
      鉄筋コンクリート　・　木造　・　その他（　　　）　　　　階建
　５　施設の概要
	　部　門　名
	             施　　設　　の　　内　　容　　等

	(　)管理部門
	

	(  )検診部門
	

	(  )相談部門
	

	(  )そ の 他
	


  ※　該当する部分に○印を付し、各部屋の名称及び用途を記入すること。

　
６　単独・合同庁舎の別
  （１）単独庁舎

  （２）合同庁舎

	相手方施設名（施設種別）
	国庫補助申請の有無

	
	


     ※　合同庁舎の場合は、相手方施設名（施設種別）及び国庫補助申請の有無を全て

         記入すること。

　７　建物面積
	
	農村検診センター分
	合同庁舎全体

	(　　)階

(　　)階

(　　)階
	
	

	    計
	
	


　８　設計書作成の状況
        基本設計　　令和　　年　　月　　日（完成・予定）

        実施設計    令和　　年　　月　　日（完成・予定）

　９　工事予定
        着　　工　　令和　　年　　月　　日

        竣　　工    令和　　年　　月　　日

　10　事　業　費
	（歳　入）
	農村検診ｾﾝﾀｰ分
	合 同 庁 舎
	（歳　出）
	農村検診ｾﾝﾀｰ分
	合 同 庁 舎

	国庫補助
一般財源
起　　　債

寄付金その他
	   　　 (千円)

　　　　　　


	        (千円)

　　　　　　


	工事請負費

用　地　費

事　務　費

そ　の　他
	      　(千円)

　　　　　　


	        (千円)

　　　　　　



	    計
	
	
	    計
	
	

	
	
	
	
	
	


  ※　合同庁舎の場合は、総事業費（農村検診センター分を含む。）右欄に記入し、

      農村検診センター分については、左欄に再掲すること。

　11　国庫補助金所要額
	基準単価

ａ
	基準面積

ｂ
	国庫補助

基 準 額

ｃ＝ａ×ｂ
	国庫補助

所 要 額

ｄ=ｃ×1/3
	     年 度 別 国 庫 補 助 額

	
	
	
	
	  ○年度
	　△年度
	　□年度

	
	
	
	
	        ｅ＝ｄ×竣工率(％)

	      円
	      ㎡
	      千円
	      千円
	(％)／千円
	(％)／千円
	(％)／千円

	
	
	
	
	
	
	


  ※  年度別国庫補助額の欄には、直近の交付要綱に基づいた単価及び基準面積により国

　　　庫補助額を算出し記入すること。

  12　予算措置状況
  （１）当初予算計上

  （２）補正予算計上（　　月予定）

    ※　該当する番号に○印を付すこと。

Ⅱ　類似施設の有無
　１　既存施設名及び設置年度を記入すること。

　　　施設名（　　　　　　　　　　　　）　　　　　年度
  ２　新規計画がある場合、施設名及び建設予定年度を記入すること。

　　　施設名（　　　　　　　　　　　　）　　　　　年度
    注）類似施設とは例えば、市町村保健センター等農村検診センターに類する施設をいう。

Ⅲ  添付書類
　１　予算書（又は見込書）抄本

　２　全建物の配置図及び事業に係る建物の平面図

　　（総面積及び各室の名称並びに面積表を記入すること。）

　３　その他参考となる書類

